日野町介護保険事業者等における事故発生時の報告取扱要領
（目的）
第１条　この要領は、介護保険指定事業者（以下「事業者」という。）が、介護保険適用サービスの提供により発生した事故等を把握するとともに、事業者による事故等への速やかな対応と事故防止への取り組みを支援、促進することにより、適正なサービス提供体制の確立を目指すことを目的として、事故報告の手続き等について必要な事項を定めるものとする。

（事故報告の範囲）
第２条　事業者が報告すべき事故の範囲は、事業者側の過失の有無を問わず、以下のとおりとする。

（１）サービス提供中に発生した利用者のケガや死亡事故その他重大な人身事故等の発生

ア　「サービス提供中」とは、送迎・通院等の間を含むものとする。また、利用者が事業所内にいる間（サービス終了後に送迎を待っている間を含む）は、サービス提供中に含まれるものとする。

イ　ケガの程度については、事業所あるいは施設内で処置あるいは援助を要したもの、医療機関において受診を要したものとする。（比較的軽易なケガは除く。）
（２）食中毒及び感染症、結核の発生

ア　関連する法令に定める届出義務がある場合は、これに従うとともに、当該要領にも従い報告すること。

イ　感染症は「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（平成１０年法律第１１４号）に定めるもののうち、１類感染症から５類感染症（５類感染症の定点把握感染症を除く。）、指定感染症及び新感染症とする。

（３）従業者の法令違反・不祥事等の発生（利用者の処遇に影響があるもの。）
（４）震災、風水害及び火災その他これらに類する災害

（５）前各号に掲げるもののほか、報告が必要と認められる事故が発生した場合

（報告対象者）
第３条　事故報告の対象者は、原則として町の介護保険被保険者を報告対象とする。

（報告の手順）
第４条　事業者は、第２条に規程する事故が発生した場合には、発生した事故の状況等を速やかに町へ報告するとともに、必要な措置を講じることとする。

ア　「速やかに」の期限は、最大限の努力をして可能な範囲とする（社会通念に照らして最大限の努力をすること。）

イ　死亡事故・職員の不祥事・感染症の発生・その他の重大な事故については、事故後速やかに電話等で概要を報告（第一報）し、事故処理の区切りがついてから、事故報告書を提出することとする。（事故処理の経過についても適宜報告すること。）
ウ　他市町村等への報告が必要な場合には、当該市町村等の定める手順に従って報告することとする。

エ　事業者は、事故が発生した場合、家族へ連絡するとともに、居宅サービス事業者においては、居宅支援事業者にも事故報告をすることとする。
（報告の書式）
第５条　報告の書式は、介護保険事業者事故報告書（様式１）を標準とする。

（町の対応）
第６条　町は、報告を受けた場合、事故の状況を把握するとともに、当該事業者の対応状況に応じて必要な対応を行うものとする。

事故への対応にあたって町は、必要に応じて他市町村や県及び関係機関等と連携を図るものとする。
（その他）
第７条　この要領に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。

附　則

　この要領は、公布の日から施行する。

